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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第33期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― 22,900,756 ― ―

経常利益 (千円) ― ― 3,339,716 ― ―

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 1,685,149 ― ―

純資産額 (千円) ― ― 23,871,253 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 45,011,454 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,614.68 ― ―

１株当たり中間（当期）
純利益 

(円) ― ― 113.98 ― ―

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 53.0 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 1,000,332 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △1,301,069 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △959,701 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高 

(千円) ― ― 12,233,168 ― ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
(名) 

― ―
413
(41)

― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第32期以前については、持分法適用会社がないため記載しておりません。
また、第33期中間会計期間については、中間連結財務諸表を作成しているため持分法による投資利益の記載は行っており
ません。 

３ 第31期の１株当たり配当額50円には、東京証券取引所及び名古屋証券取引所市場第一部に指定となりましたことと、創業
40周年の記念配当20円を含んでおります。 

４ 第32期の１株当たり配当額70円には、第32期より実施しました中間配当10円と業績を勘案した利益還元としての特別配当
30円を含んでおります。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
６ 第33期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第33期中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フロ

ー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は
記載しておりません。    

       

  

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 15,987,067 20,492,574 22,624,421 39,433,119 49,832,854

経常利益 (千円) 1,804,442 2,722,995 3,239,585 5,342,375 6,638,552

中間(当期)純利益 (千円) 1,061,225 1,488,376 1,635,245 3,068,292 3,484,914

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 674,000 674,000 674,000 674,000 674,000

発行済株式総数 (株) 14,783,900 14,783,900 14,783,900 14,783,900 14,783,900

純資産額 (千円) 18,866,310 21,465,410 23,821,348 20,874,625 23,315,552

総資産額 (千円) 38,344,622 42,852,250 44,907,924 44,322,856 51,624,147

１株当たり純資産額 (円) 1,276.13 1,451.94 1,611.31 1,401.28 1,560.59

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 71.78 100.67 110.61 196.84 219.22

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 10.00 10.00 50.00 70.00

自己資本比率 (％) 49.2 50.1 53.0 47.1 45.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,144,447 5,073,970 ― 1,863,431 7,285,449

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △96,663 △720,684 ― △535,702 △2,181,425

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △903,904 △1,542,079 ― △1,609,758 △2,275,290

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 8,801,921 13,476,081 ― 10,664,874 13,493,608

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
(名) 

414 
(59)

410
(53)

400
(41)

411 
(59)

408
(49)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

(1) 情報システム事業 

当中間連結会計期間において、平成17年４月１日の会社分割により連結子会社であるＤＩＸＥＯ株式会社が設立

されました。 

(2) 制御システム事業 

当中間連結会計期間において、平成17年９月30日に株式会社ラピスの株式を取得し、持分法適用の関連会社とな

りました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

(注) 特定子会社に該当します。   

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時雇用者の人数は、( )外数で記載してあります。臨時雇用者は、時間単位で就業しており、社員の労働時間の１日８

時間に合わせるため、労働時間合計を８時間で割って人員数を算出しております。８時間で割って出た人員数の小数点以

下は四捨五入しております。なお、臨時雇用者には派遣社員は含まれておりません。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

２ 臨時雇用者の人数は、( )外数で記載してあります。臨時雇用者は、時間単位で就業しており、社員の労働時間の１日８

名 称 住 所 
資本金 
（百万円）

主要な 
事業内容 

議決権の 
所有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 
ＤＩＸＥＯ株式会社 
（注） 

東京都港区 100 パチンコ・パチス
ロファン向け情報
コンテンツの提供
等 

100.0 役員の兼任４名 
当社と相互に製品ま
たは役務を提供 

（持分法適用関連会社） 

株式会社ラピス 東京都中野区 16 アミューズメント

映像の制作、デザ

イン開発 

37.5 当社製品の開発 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報システム事業 274(13) 

制御システム事業 97(28) 

全社 42(0) 

合計 413(41) 

従業員数(名) 400(41) 



時間に合わせるため、労働時間合計を８時間で割って人員数を算出しております。８時間で割って出た人員数の小数点以下は

四捨五入しております。なお、臨時雇用者には派遣社員は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  



第２ 【事業の状況】 

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、連結初年度のため、対前年比較は行っており

ません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格が継続して高騰しているものの、企業業績の改善を背景に

設備投資の拡大、輸出、生産の増加等により、景気は緩やかな回復の兆しが見られます。しかしながら、税・社会

保障費負担増等の先行き不安感も残っており、雇用環境も依然厳しさがあることから、個人消費の本格的な改善に

は至っておりません。 

当社グループが携わるパチンコ業界におきましては、遊技人口の減少に歯止めがかかったように思われるもの

の、依然として低調な数値のまま推移しております。また、昨年７月の新規則施行によりパチンコ遊技機の多様化

が進み、遊技機の活用次第でパチンコホールの優劣が一層顕著になりつつあります。 

このような状況のもと、当中間連結会計期間の業績は、売上高229億円、営業利益31億70百万円、経常利益33億39

百万円、中間純利益16億85百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

情報システム事業 

平成16年７月の新規則施行以来パチンコ遊技機の多様化が進み、客先であるパチンコホールは緻密な遊技機管理

と、パチンコファンへの遊技台情報提供の重要度が増してきました。パチンコホールの遊技機管理についてはホー

ルコンピューティングシステム「Ｃ」とパチンコホール向け会員制情報提供サービス「ＤＫ－ＳＩＳ」により精度

を高めることと、管理者が迅速かつ的確に判断できる管理データの提供を実現することで、パチンコホールより高

い評価を得ました。 

パチンコファンへの遊技台情報提供については、パチンコファンの来店時や遊技中での遊技台情報取得要求を満

たすために、いち早くトレンドを察知し、情報提供に関する製品展開に注力してまいりました。それを具現化する

製品として従来品を進化させた新プレジャービジョンＰＶ－５５Ⅱやインフォメーションマルチを新製品として提

案し、従来からのデータ表示機能付き呼出ランプＩＬ－９０Ｃdash・スクエアロボを含め、情報公開機器の販売促

進を行ってまいりました。 

その結果、売上高136億21百万円、営業利益30億21百万円となりました。 

  

制御システム事業 

当中間連結会計期間における遊技機市場は、平成16年７月の新規則施行により、それまで画一的であったパチン

コ遊技機においてバリエーション豊かな機種開発が可能になりましたが、市場のニーズに合わせて、開発途中のパ

チンコ遊技機の仕様が見直されることもあって開発期間が長引き、市場に投入される機種数は減少しました。 

このような市場環境のなか、当事業部門は、新基準機の開発において新たな企画の提案を行い製品の品質は向上

しております。しかし、市場への投入機種数の減少により、制御ユニットは7.8万台（前年同期比1.8％減）、表示

ユニットは12.7万台（同20.1％減）と出荷数量で前年同期実績を下回ったものの、液晶パネルの販売が好調だった

商品販売においては、売上高51億52百万円と順調に推移しました。その結果、売上高92億79百万円、営業利益12億

35百万円となりました。 

  



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間において、営業活動の結果得られた現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は10億円

であります。その主な要因は仕入債務の減少が59億78百万円、および法人税等の支払が22億41百万円ありました

が、好調な税金等調整前中間純利益が27億86百万円および売上債権の減少が60億11百万円あったことによります。 

当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は13億１百万円であります。その主な要因は固定資

産の取得による支出および定期預金の積立によるものであります。  

当中間連結会計期間において、財務活動の結果支出した資金は９億59百万円であります。これは配当金の支払い

および借入金の返済によるものであります。 

以上により当中間連結会計期間末の資金は期首の残高より12億60百万円減少の122億33百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 情報システム事業において、製品の製造はＯＥＭ先で行っており当社内で製造作業は行っておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 製品及び商品仕入実績 

当中間連結会計期間の製品及び商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 制御システム事業においては、原材料の転売分について商品仕入高に振替を行っております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 情報システム事業ついては見込み生産をしており、また工事は製品販売に伴う付帯工事のため受注扱いしておりません。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

制御システム事業 3,021,619 

合計 3,021,619 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

情報システム事業   5,313,333 

制御システム事業   4,419,524 

合計 9,732,858 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円) 

制御システム事業 6,423,335 3,799,234 

合計 6,423,335 3,799,234 



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。  

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

情報システム事業 13,621,210 

制御システム事業 9,279,545 

合計 22,900,756 

相手先 

当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 

株式会社シンセイ 2,343,984 10.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

開発スタッフ83名により情報システム事業及び制御システム事業各々の研究開発を行っております。当中間連結会

計期間における事業の種類別セグメントごとの研究開発活動及び研究開発費の金額は次のとおりとなっております。

なお、研究開発費の総額は８億64百万円であります。 

  

（情報システム事業） 

従来からの遊技台データ管理に加え、パチンコ遊技機の多様化にともなう遊技客の遊技台情報取得要求に応えるた

め、遊技状況や遊技機の特徴、また遊技方法を表示し、快適な遊技空間を演出することが重要になっています。その

中核に位置づけている台間取付表示装置新プレジャービジョンＰＶ－５５Ⅱ（昨期末発売）を市場投入できたことが

中間連結会計期間の業績向上につながりました。 

連結会計期間末に向けては、既存情報公開機器のリニューアルや、新機能を搭載した情報公開機器を投入し、シス

テムの製品価値をより一層高めてまいります。 

平成17年９月期における情報システム事業の研究開発活動の実績は、以下のとおりであり、開発スタッフ37名、研

究開発費は５億28百万円です。 

① ホールコンピューティングシステム「Ｃ」 

遊技台データ関連 

・ パチンコ玉を使用する回胴式遊技機パロットでの遊技台データ管理を可能としました。 

・ 遊技台のイベント発生（設定値到達を自動検出）に合わせて、パチンコホールが独自に登録し 

たオリジナル音声を出力することが可能になりました。また、エリア別の音声出力が可能で、コーナー毎に特

徴をつけた音声演出が可能になりました。 

・ オーナー端末（ＰＤＡ）にて、自店舗のデータに加え、他店舗の遊技客数の調査データを追加でき、競合店も

含めた営業状況をＰＤＡで把握することが可能になりました。 

顧客管理関連 

・ 個人情報管理のセキュリティー機能を強化しました。 

・ 担当者の権限設定の細分化とログ管理の充実を図りました。 

・ 顧客管理ホストコンピュータとロボメールとの連動を行うことで、蓄積された来店情報を活用したメール配信

が可能になりました。 

②ロボパートナーＩＬ－９０Ⅱ 

・ データ表示機能付き呼出ランプＩＬ－９０Ｃダッシュの後継機種です。イルミネーション機能やインフォメー

ション機能が特徴的です。 

③データイリス 

・ 遊技島の上に台毎で取り付けるトップランプに、データ表示機能を搭載しました。大きく目立つ７セグデータ

表示で、周囲へのアピール度は抜群です。 

④インフォキューブ 

・ データ遊技台毎に取り付けて、パチンコホールからのメッセージを表示したり、遊技台のデータ表示をしま



す。「もっと楽しく遊べる情報やメッセージ」等を遊技客に提供することで、遊技のおもしろさを倍増させます。

⑤パチンコホール向け会員制情報提供サービスＤＫ－ＳＩＳ 

・ 提供するメニューを一新する事で、より豊富な情報を伝達できるようにしました。毎日更新される「ＳＩＳ新

聞」のページを新設し、日々の変化をトピックスとしてタイムリーに提供できるようにしました。 

・ 「平日・土日データ（有償オプションメニュー）」を追加し、集客率の異なる平日と土日を区分し比較するこ

とで、新しい営業スタイルと分析手法を提案しています。 

  

（制御システム事業） 

平成16年７月の新規則施行による新基準機も仕様面での拡大期に入り、開発内容の多様化にともない１機種あたり

の開発業務が新規開発においても変更開発においても、ともに増加いたしました。また、液晶表示パネルをはじめと

して、表示ユニットの主要構成部品では高性能化に拍車がかかっており、開発受注機種の増加と相まって、開発作業

量は増加の一途をたどっております。これらのことに対応すべく、「表参道デザインスタジオ」のデザイン企画スタ

ッフを筆頭に、ハード・ソフトの開発陣も継続的に人員の強化を図っております。さらに、協力会社に関しても一部

資本投下を実施するなど、社内開発体制の強化策にとどまらず、総合的な開発基盤の強化につとめております。 

連結会計期間は、従来以上にパチンコファンの支持を得られるような製品作りをめざしております。新設した研究

開発専門部署においては、販売の要である次世代表示ユニット関連をはじめとして、開発ツール並びに新商品の企

画・開発を核とした各種研究業務をスタートしております。 

平成17年９月期における制御システム事業の研究開発活動の実績は、以下のとおりであり、開発スタッフ46名、研

究開発費は３億36百万円です。 

 ＜平成１７年９月期の実績＞ 

主な新製品：①オグリキャップ  （株式会社サンセイアールアンドディ）平成17年4月 

      ②都物語         （同）            平成17年6月 

      ③ロッキーザムービー（豊丸産業株式会社）        平成17年6月 

      ④華牌       （奥村遊機株式会社）        平成17年6月 

      ⑤ひらけ！こぶ茶バンド  （同）            平成17年7月 

      ⑥新・弥次喜多      （同）            平成17年7月 

      ⑦未来少年コナン  （株式会社ニューギン）       平成17年9月 

      ⑧モンスタービレッジ（株式会社竹屋）          平成17年9月 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設・改修について完了し

たものは、次のとおりであります。 

情報システム事業の春日井事業所改修工事については、平成17年７月に完了しました。 

なお、情報システム事業の保守業務システム装置につきましては、当初計画どおり平成17年６月に着手を行って

おりますが、全社共通部門のパソコン及びライセンス管理装置につきましては、社内環境の調整等により、着手を

平成17年９月から平成18年２月に変更しております。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の賃貸用土地については、特別目的会社への賃貸を予定しております。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 

 所在地 
事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了 
予定年月 

総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

着手 完了 

当社 
本社 

  
名古屋市 
中村区 
  

全社 賃貸用土地 1,632,000 ― 自己資金
平成17年10
月 

平成17年10
月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 66,747,000

計 66,747,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 14,783,900 14,783,900
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部 

― 

計 14,783,900 14,783,900 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 14,783,900 ― 674,000 ― 680,008



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行 868千株 

日本マスタートラスト信託銀行   401千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれています。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

栢森 雅勝 名古屋市名東区社台１丁目１番地 1,915 12.96 

栢森 秀行 愛知県春日井市高座台３丁目１番地１１ 1,802 12.19 

栢森 健 名古屋市千種区菊坂町１丁目２０番地１ 1,800 12.18 

日本トラスティ・サービス信託
銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 868 5.87 

財団法人栢森情報科学振興財団 
名古屋市中村区那古野１丁目４７番１号
名古屋国際センタービル 

750 5.07 

栢森 新治 名古屋市千種区菊坂町１丁目２０番地１ 737 4.99 

栢森 隆 愛知県春日井市藤山台８丁目１４番地７ 712 4.82 

栢森 美智子 名古屋市千種区菊坂町１丁目２０番地１ 626 4.23 

ダイコク電機従業員持株会 
名古屋市中村区那古野１丁目４７番１号
名古屋国際センタービル 

418 2.83 

日本マスタートラスト信託銀行 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 401 2.71 

計 ― 10,032 67.86 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,782,800 147,828 ― 

単元未満株式 普通株式      1,100 ― ― 

発行済株式総数         14,783,900 ― ― 

総株主の議決権 ― 147,828 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 
平成17年
４月 

  
５月 ６月 ７月 ８月 

  
９月 

最高（円） 3,210 3,350 3,040 3,140 3,260 3,430 

最低（円） 2,960 2,765 2,925 2,975 2,870 3,160 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けており

ます。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   12,233,168   

２ 受取手形及び売掛金   9,437,912   

３ 有価証券   14,000   

 ４ たな卸資産   4,833,730   

 ５ その他   915,404   

   貸倒引当金   △15,855   

  流動資産合計   27,418,360 60.9 

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

(1) 建物 ※１ 3,708,469   

 (2) 土地   2,654,834   

 (3) その他 ※１ 1,408,546 7,771,850 17.3 

 ２ 無形固定資産   1,614,058 3.6 

３ 投資その他の資産     

 (1) 繰延税金資産   1,793,641   

 (2) 会員権   1,560,767   

 (3) 保険積立金   1,601,569   

 (4) その他 ※１ 4,311,676   

   貸倒引当金   △1,060,470 8,207,184 18.2 

   固定資産合計   17,593,094 39.1 

   資産合計   45,011,454 100.0 

      



  

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   10,919,071   

２ 短期借入金   2,100,000   

３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

  1,650,000   

 ４ その他 ※２ 3,054,159   

  流動負債合計   17,723,230 39.4 

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金   3,175,000   

 ２ 役員退職慰労引当金   199,510   

 ３ その他   42,460   

  固定負債合計   3,416,970 7.6 

   負債合計   21,140,201 47.0 

      

(少数株主持分)     

  少数株主持分   － － 

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   674,000 1.5 

Ⅱ 資本剰余金   680,008 1.5 

Ⅲ 利益剰余金   22,509,430 50.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   8,071 0.0 

Ⅴ 自己株式   △257 △0.0 

   資本合計   23,871,253 53.0 

   負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  45,011,454 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   22,900,756 100.0 

Ⅱ 売上原価   14,966,748 65.4 

   売上総利益   7,934,008 34.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,763,453 20.8 

   営業利益   3,170,554 13.8 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息   2,458   

２ 受取配当金   1,665   

 ３ 保険収益金   52,211   

 ４ 特許料   75,258   

 ５ 不動産賃貸料   48,586   

６ 仕入割引   35,302   

 ７ その他   29,549 245,032 1.1 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   55,037   

 ２ その他   20,834 75,871 0.3 

   経常利益   3,339,716 14.6 

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※２ 14,411   

 ２ その他   2,061 16,473 0.1 

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産売却損 ※３ 1,021   

 ２ 固定資産除却損 ※４ 49,602   

 ３ 減損損失 ※５ 518,489   

 ４ その他   690 569,803 2.5 

    税金等調整前中間純利益   2,786,386 12.2 

    法人税、住民税 
    及び事業税 

※６ 1,326,445   

    法人税等調整額 ※６ △225,207 1,101,237 4.8 

    中間純利益   1,685,149 7.4 

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   680,008 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高   680,008 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   21,955,251 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間純利益   1,685,149 1,685,149 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金   887,028   

 ２ 役員賞与   243,942 1,130,970 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高   22,509,430 

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記番
号 

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間純利益 2,786,386 

２ 減価償却費 774,559 

３ 減損損失 518,489 

４ 貸倒引当金の増減額（△減少額） △112,906 

５ 役員退職慰労引当金の増減額（△減少額） △33,429 

６ 受取利息及び受取配当金 △4,123 

７ 支払利息 55,037 

８ 保険収益金 △52,211 

９ その他営業外損益 △40,823 

10 固定資産除売却損 50,624 

11 固定資産売却益 △14,411 

12 その他非資金損益 46,421 

13 売上債権の増減額（△増加額） 6,011,561 

14 たな卸資産の増減額（△増加額） △160,184 

15 仕入債務の増減額（△減少額） △5,978,772 

16 その他資産の増減額（△増加額） △312,150 

17 その他負債の増減額（△減少額） 2,582 

18 役員賞与の支払額 △243,942 

    小計 3,292,705 

19 利息及び配当金の受取額 4,123 

20 利息の支払額 △55,095 

21 法人税等の支払額 △2,241,400 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000,332 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の取得による支出 △47,325 

２ 投資有価証券の売却・償還による収入 20,000 

３ 関連会社株式の取得による支出 △6,000 

４ 有形固定資産の取得による支出 △232,135 

５ 有形固定資産の売却による収入 15,133 



  

  

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記番
号 

金額(千円)

６ 無形固定資産の取得による支出 △364,755 

７ 投資不動産等の取得による支出 △9,139 

８ 定期預金の預入による支出 △800,000 

９ 保険積立金の解約による収入 111,389 

10 保険積立金の積立による支出 △37,996 

11 その他 49,759 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,301,069 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 長期借入金の返済による支出 △75,000 

２ 配当金の支払額 △884,701 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △959,701 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △1,260,439 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,493,608 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 12,233,168 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数     １社 

会社名        ＤＩＸＥＯ株式会社 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用関連会社の数 １社  

 会社名        株式会社ラピス 

 株式会社ラピスは、平成17年９月30日に株式を取得したこと

から、当中間連結会計期間末より持分法適用の関連会社に含め

ておりますが、取得日が当中間連結会計期間末のため、持分法

による投資損益の計上は行っておりません。 

  

３ 連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しており

ます。 

  

４ 会計処理基準に関する事

項 

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  
時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  

(2) たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

  
(3) デリバティブ 

時価法 

  (ロ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物   ５～50年 

機械装置 ３～17年 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウエアの市場販売分については販売

可能期間(３年)、自社利用分については社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法 

  (3) 長期前払費用 

    法人税法の規定に基づく定額法 

  (4) 投資不動産等 

建物   定額法 

その他  定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  39～47年 

その他   ６年 

  



  

項目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

(ハ) 重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるために、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

  

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過し

ており、その差額は前払年金費用として計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。 

  

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に充てるために、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 

  

  (ニ) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

  (ホ) 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものに

ついては、特例処理を行っております。 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

  

(3) ヘッジ方針 

    ヘッジ取引の管理は、総務管理部門が担当しており、

執行と事務手続きを分離するなどにより、相互牽制が働

く体制をとっております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジの有効性評価は、借入金の金利変動リスクを回

避する目的とキャッシュ・フローの固定化を目的として

おり、有効性が高いと認めております。 

  

(5) その他 

取引契約においては信用度の高い金融機関を相手先と

しており、信用リスクはほとんどないと判断しておりま

す。 

  

  (ヘ) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜処理を行っております。 

  



  

項目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日が到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産及び投資不動産等の減価償却累計額 

有形固定資産 6,440,236千円

投資不動産等 51,458千円

  

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

給与・雑給 859,128千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,348千円

研究開発費 864,820千円

  

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

車両運搬具 14,411千円

  

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 

車両運搬具 1,021千円

  

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

建物 4,120千円

機械装置 515

車両運搬具 219

工具、器具及び備品 15,563

ソフトウエア 29,184

合計 49,602千円
  

※５ 減損損失 

当社グループは資産を事業部門及び共用資産にグルーピングしており、投資不動産及

び事業の用に供していない遊休資産においては個々の物件単位でグルーピングしており

ます。 

当中間連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

当社グループは、グルーピング資産ごとに減損損失の検討を行いました。その結果、

継続的な地価の下落等により時価または将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った

資産について、帳簿価額を回収可能価額まで直接減額し、その減少額を特別損失に計上

しております。 

その内訳は、土地41,499千円、投資不動産等476,989千円であります。 

なお、当社グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを4.5％で割り引いた数値で計算しております。 

  

場所 用途 種類 

宮城県仙台市 遊休 土地 

愛知県名古屋市 賃貸住宅 （投資不動産等） 

土地 

建物 

※６ 当中間連結会計期間に係る「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」は当

連結会計年度において予定している利益処分による特別償却準備金の取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。 

  

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記される科目の金額との

関係 
                                       (平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 12,233,168千円

現金及び現金同等物 12,233,168千円

  



(リース取引関係) 

  

  

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

    取得価額相当額
(千円) 

減価償却
累計額相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当額 
(千円) 

  

有形固定資産 
その他 

30,586 19,670 10,916

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」によっております。 

  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 7,085千円

１年超 3,830

合計 10,916千円

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額の算定は、未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」によっております。 

  

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 5,097千円

減価償却費相当額 5,097千円

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注）減損処理の対象銘柄は評価損率30％以上の全銘柄を基準としております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

  
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 7,634 21,200 13,565 

(2) その他 － － － 

合計 7,634 21,200 13,565 

  
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 834,625

(2) その他 66,000

合計 900,625



(デリバティブ取引関係) 

１ 金利関連 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しておりますので注記する事項はありません。

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

（注） １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２ 各区分の主な取扱い製品及び商品 

(1) 情報システム事業 ・・・・・ ホールコンピュータ、景品顧客管理システム、情報公開システム、工事収入等 

(2) 制御システム事業 ・・・・・ 表示ユニット、制御ユニット、遊技機に使用される部品等  

      ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,087,115千円）の主なものは、親会社の総務関

連等の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

        

  
情報システム事業 

(千円) 

制御システム事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

  売上高           

(1) 外部顧客に
対する売上
高 

 13,621,210  9,279,545 22,900,756      － 22,900,756 

(2) セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

－ － －      －     － 

計 13,621,210 9,279,545 22,900,756 － 22,900,756

営 業 費 用 10,599,329 8,043,756 18,643,085 1,087,115 19,730,201

営 業 利 益 3,021,881 1,235,788 4,257,670 (1,087,115) 3,170,554



(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり中間純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

項目 
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 1,614円68銭 

１株当たり中間純利益 113円98銭 

  
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益
については、潜在株式がないため記載してお
りません。 

項目 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

中間純利益（千円） 1,685,149 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） 

普通株式に係る中間純利益（千円） 1,685,149 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,783,810 



 (2) 【その他】 

 現在係争中の事件について 

平成17年９月21日、株式会社エポック（以下「原告」といいます）より、当社を被告として、民事訴訟が提起

され、同年10月３日その訴状が送達されました。 

請求の趣旨は、主に当社と原告の間で締結した平成15年７月７日付業務委託契約（以下「本件契約」といいま

す）に基づく業務委託金およそ２億40百万円の支払いを求めるものです。当社は、本件契約に対する原告の解釈

や認識が正当性を欠いたものであると判断しており、平成17年11月８日に名古屋地方裁判所で開かれた第一回の

口頭弁論において反論を行いました。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    13,476,081 12,094,822   13,493,608 

２ 受取手形    3,940,007 5,846,681   7,013,986 

３ 売掛金    4,635,211 3,526,445   8,435,487 

４ たな卸資産    3,665,776 4,826,447   4,676,476 

５ 繰延税金資産    276,745 149,205   219,547 

６ その他    559,795 783,720   370,053 

  貸倒引当金    △7,778 △8,076   △16,278 

  流動資産合計    26,545,839 61.9 27,219,247 60.6   34,192,881 66.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物   3,903,812   3,699,686 3,776,452   

(2) 土地   2,696,334   2,654,834 2,696,334   

(3) その他   1,268,231 7,868,379 1,398,882 7,753,404 1,488,739 7,961,526 

２ 無形固定資産    1,705,907 1,602,692   1,838,368 

３ 投資その他の 
  資産          

(1) 繰延税金資産   1,052,264   1,791,067 1,506,460   

(2) 会員権   2,037,303   1,560,767 1,675,053   

(3) 保険積立金   1,874,053   1,601,569 1,622,739   

(4) その他 ※1 3,200,759   4,433,677 4,000,071   

  貸倒引当金   △1,432,255 6,732,124 △1,054,501 8,332,581 △1,172,954 7,631,370 

固定資産合計    16,306,411 38.1 17,688,677 39.4   17,431,265 33.8

資産合計    42,852,250 100.0 44,907,924 100.0   51,624,147 100.0

              



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形    7,768,356 9,359,706   11,497,918 

２ 買掛金    2,676,940 1,545,976   5,399,925 

３ 短期借入金    2,300,000 2,100,000   2,100,000 

４ １年以内返済予 
  定の長期借入金 

   460,000 1,650,000   1,650,000 

５ 未払法人税等    1,079,582 1,335,221   2,271,740 

６ その他 ※2  1,985,619 1,676,280   1,842,251 

  流動負債合計    16,270,498 38.0 17,667,184 39.4  24,761,835 48.0

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金    4,825,000 3,175,000   3,250,000 

２ 役員退職慰労 
  引当金 

   218,084 199,510   232,940 

３ その他    73,257 44,880   63,818 

固定負債合計    5,116,341 11.9 3,419,391 7.6  3,546,758 6.8

負債合計    21,386,840 49.9 21,086,575 47.0  28,308,594 54.8

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    674,000 1.6 674,000 1.5  674,000 1.3

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金    680,008 680,008  680,008 

資本剰余金合計    680,008 1.6 680,008 1.5  680,008 1.3

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金    30,000 30,000   30,000 

２ 任意積立金    17,026,053 19,018,137   17,026,053 

３ 中間(当期) 
  未処分利益    3,050,499 3,411,387   4,899,197 

   利益剰余金合計    20,106,552 46.9 22,459,525 50.0  21,955,251 42.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    4,849 0.0 8,071 0.0  6,550 0.0

Ⅴ 自己株式    - - △257 △0.0  △257 △0.0

   資本合計    21,465,410 50.1 23,821,348 53.0  23,315,552 45.2

   負債資本合計    42,852,250 100.0 44,907,924 100.0  51,624,147 100.0

             



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    20,492,574 100.0 22,624,421 100.0  49,832,854 100.0

Ⅱ 売上原価    13,181,008 64.3 14,957,177 66.1  33,315,209 66.9

   売上総利益    7,311,565 35.7 7,667,243 33.9  16,517,645 33.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

   4,724,722 23.1 4,621,951 20.4  10,528,879 21.1

   営業利益    2,586,843 12.6 3,045,291 13.5  5,988,765 12.0

Ⅳ 営業外収益 ※1  216,496 1.1 270,164 1.2  814,240 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※2  80,344 0.4 75,871 0.4  164,453 0.3

   経常利益    2,722,995 13.3 3,239,585 14.3  6,638,552 13.3

Ⅵ 特別利益    - - 30,221 0.1  - -

Ⅶ 特別損失 ※3  360,636 1.8 569,803 2.5  511,812 1.0

   税引前中間(当期) 
   純利益    2,362,358 11.5 2,700,003 11.9  6,126,739 12.3

   法人税、住民税 
   及び事業税 

※4 1,030,000   1,280,059 3,196,000   

   法人税等調整額 ※4 △156,018 873,981 4.2 △215,301 1,064,758 4.7 △554,174 2,641,825 5.3

   中間(当期)純利益    1,488,376 7.3 1,635,245 7.2  3,484,914 7.0

   前期繰越利益    1,562,122 1,776,142  1,562,122 

   中間配当額    - -  147,839 

   中間(当期) 
   未処分利益    3,050,499 3,411,387  4,899,197 

         



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税引前中間(当期)純利益   2,362,358 6,126,739 

２ 減価償却費   692,726 1,638,619 

３ 貸倒引当金の増減額（△減少額）   320,906 70,105 

４ 役員退職慰労引当金の 
  増減額（△減少額） 

  16,295 31,151 

５ 受取利息及び受取配当金   △7,192 △13,060 

６ 支払利息   62,205 119,206 

７ 保険収益金   △9,280 △402,094 

８ その他営業外損益   △44,901 △89,023 

９ 固定資産除売却損   24,270 120,955 

10 会員権評価損   16,000 326,371 

11 その他非資金損益   31,774 76,408 

12 売上債権の増減額(△増加額)   4,635,607 △2,238,647 

13 たな卸資産の増減額(△増加額)   △694,258 △1,708,792 

14 仕入債務の増減額(△減少額)   △767,878 5,684,668 

15 その他資産の増減額(△増加額)   △101,010 113,249 

16 その他負債の増減額(△減少額)   115,454 70,902 

17 役員賞与の支払額   △158,203 △158,203 

小計   6,494,875 9,768,556 

18 利息及び配当金の受取額   4,445 8,319 

19 利息の支払額   △63,905 △124,139 

20 法人税等の支払額   △1,361,445 △2,367,287 

営業活動によるキャッシュ・フロー   5,073,970 7,285,449 



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 投資有価証券の取得による支出   － △697,500 

２ 投資有価証券の売却・償還による収入   － 4,000 

３ 有形固定資産の取得による支出   △353,081 △998,299 

４ 有形固定資産の売却による収入   239 497 

５ 無形固定資産の取得による支出   △659,330 △1,393,384 

６ 保険積立金の解約による収入   18,801 793,080 

７ その他   272,686 110,181 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △720,684 △2,181,425 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の純増減額(△減少額)   △200,000 △400,000 

２ 長期借入金の返済による支出   △605,000 △990,000 

３ 自己株式の取得による支出   － △257 

４ 配当金の支払額   △737,079 △885,033 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,542,079 △2,275,290 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額（△減少額） 

  2,811,206 2,828,733 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   10,664,874 10,664,874 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

  13,476,081 13,493,608 

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原

価法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定) 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

    

  

時価のないもの 

 移動平均法による

原価法 

  

  

  (2) たな卸資産 

商品・製品・原材料・

仕掛品 

総平均法による原価

法 

貯蔵品 

最終仕入原価法によ

る原価法 

  

(2) たな卸資産 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

  

  (3) デリバティブ 

時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については定額法 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物   ５～50年 

機械装置 ７～17年 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウエ

アの市場販売分につい

ては販売可能期間(３

年)、自社利用分につ

いては社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウエ

アの市場販売分につい

ては販売可能期間(３

年)、自社利用分につ

いては社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法 

 また、営業権につい

ては、その効果の発現

する期間を合理的に見

積もることが困難であ

るため、支出時に一括

償却 

  

  (3) 長期前払費用 

法人税法の規定に基づ

く定額法 

  

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

  

  (4) 投資不動産等 

建物   定額法 

その他  定率法 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物  39～47年 

その他   ６年 

  

(4) 投資不動産等 

同左 

  

(4) 投資不動産等 

同左 

３ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れに

よる損失に備えるため

に、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を検討し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

なお、年金資産見込額

が退職給付債務見込額を

超過しており、その差額

は前払年金費用として計

上しております。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

なお、年金資産見込額

が退職給付債務見込額に

未認識数理計算上の差異

を加減した額を超過して

おり、その差額は前払年

金費用として計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。 

なお、年金資産見込額

が退職給付債務見込額に

未認識数理計算上の差異

を加減した額を超過して

おり、その差額は前払年

金費用として計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

  

  (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に充てるために、内規

に基づく当中間会計期間

末要支給額を計上してお

ります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に充てるために、内規

に基づく当事業年度末要

支給額を計上しておりま

す。 

  

４ リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

  

同左 

  

同左 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用

しております。 

また、金利スワップの

特例処理の要件を満たす

ものについては、特例処

理を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

        

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

        

  (3) ヘッジ方針 

  ヘッジ取引の管理は、

総務センタが担当してお

り、執行と事務手続きを

分離するなどにより、相

互牽制が働く体制をとっ

ております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

        

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジの有効性評価

は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的とキ

ャッシュ・フローの固定

化を目的としており、有

効性が高いと認めており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

        

  (5) その他 

取引契約においては信

用度の高い金融機関を相

手先としており、信用リ

スクはほとんどないと判

断しております。 

(5) その他 

同左 

  

(5) その他 

同左 

６  中間キャッシ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フロ

ー計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

が到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。 

―――――― キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理

は、税抜処理を行ってお

ります。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  



会計処理の変更 

  

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――  当中間会計期間より「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会  平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより

税引前中間純利益は518,489千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始される事業年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が22,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が同額

減少しております。 

――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始される事業年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が54,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産及び投資不動産

等の減価償却累計額 

有形固定資産 6,412,915千円

投資不動産等 51,262千円

※１ 有形固定資産及び投資不動産

等の減価償却累計額 

有形固定資産 6,435,517千円

投資不動産等 51,458千円

※１ 有形固定資産及び投資不動産

等の減価償却累計額 

有形固定資産 6,390,605千円

投資不動産等 60,441千円

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

   同左 

―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

受取利息 4,977千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

受取利息 2,458千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

受取利息 9,509千円

保険収益金 402,094千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

支払利息 62,205千円

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

支払利息 55,037千円

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は、次のとおりであります。 

支払利息 119,206千円

―――――― ※３ 減損損失 

当社は資産を事業部門及び共

用資産にグルーピングしてお

り、投資不動産及び事業の用に

供していない遊休資産において

は個々の物件単位でグルーピン

グしております。 

当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

当社は、グルーピング資産ご

とに減損損失の検討を行いまし

た。その結果、継続的な地価の

下落等により時価または将来キ

ャッシュ・フローが帳簿価額を

下回った資産について、帳簿価

額を回収可能価額まで直接減額

し、その減少額を特別損失に計

上しております。 

その内訳は、土地 41,499 千

円、投資不動産等476,989千円で

あります。 

なお、当社の回収可能価額は

使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを4.5％

で割り引いた数値で計算してお

ります。 

  

  

  

場所 用途 種類 

宮城県 

仙台市 

遊休 土地 

愛知県 

名古屋市 

賃貸住

宅 

（投資不

動産等） 

土地 

建物 

―――――― 



  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※４ 当中間会計期間に係る「法人

税、住民税及び事業税」及び

「法人税等調整額」は当事業年

度において予定している利益処

分による特別償却準備金の取崩

しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

※４ 同左 ―――――― 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 295,859千円

無形固定資産 387,687千円

投資その他 
の資産 

9,179千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 355,016千円

無形固定資産 410,549千円

投資その他
の資産 

6,560千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 678,938千円

無形固定資産 941,322千円

投資その他 
の資産 

18,358千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成することになりましたので、当中間会計期間に係る中間キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておらず、前中間会計期間及び前事業年度についてのみ記載しております。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記される科目の金額との関係 
(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 13,476,081千円

現金及び現金同等物 13,476,081千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記される科目の金額との関係 
(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 13,493,608千円 

現金及び現金同等物 13,493,608千円 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

中間期末

残高相当額

(千円) 
有形固定

資産 
 その他 

48,323 34,303 14,019

  
取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却累

計額相当額

(千円) 

中間期末

残高相当額

(千円) 
有形固定

資産 
 その他 

30,586 19,670 10,916

取得価額

相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定

資産 
 その他 

54,526 38,511 16,014

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。 

  

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」に

よっております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 8,128千円

１年超 5,891   

合計 14,019千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 7,085千円

１年超 3,830

合計 10,916千円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 9,771千円

１年超 6,243   

合計 16,014千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」によっております。 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」によっております。 

  

(注) 未経過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」によってお

ります。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,064千円

減価償却費相当額 4,064千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 5,097千円

減価償却費相当額 5,097千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 8,294千円

減価償却費相当額 8,294千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  



(有価証券関係) 

当中間会計期間に係る「有価証券関係」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）については、

中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
  
  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注）減損処理の対象銘柄は評価損率30％以上の全銘柄を基準としております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 7,634 15,785 8,150

(2) その他 － － －

合計 7,634 15,785 8,150

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式（店頭売買株式を除
く） 

119,800

(2) その他 60,000

合計 179,800



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注） 減損処理の対象銘柄は評価損率30％以上の全銘柄を基準としております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

 (デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間に係る「デリバティブ取引」に関する注記については、中間連結財務諸表における注記事項と

して記載しております。 

１ 金利関連 
  

  
  

(持分法損益等)    

   前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

   前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 7,634 18,643 11,008

(2) その他 － － －

合計 7,634 18,643 11,008

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式（店頭売買株式を除
く） 

834,625

(2) その他 56,000

合計 890,625

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

前事業年度末
(平成17年３月31日) 

 ヘッジ会計を適用しておりますので注記する事項は

ありません。 

 同左 



(１株当たり情報) 
  

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,451円94銭 1,611円31銭 1,560円59銭

１株当たり中間(当期) 
純利益 

100円67銭 110円61銭 219円22銭

  なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式がない

ため記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 (千円) 1,488,376 1,635,245 3,484,914

普通株主に帰属 
しない金額 

(千円) ― ― 243,942

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （243,942）

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(千円) 1,488,376 1,635,245 3,240,972

普通株式の 
期中平均株式数 

(株) 14,783,900 14,783,810 14,783,884



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

１ 第33期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当について  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― ―――――― 特定子会社の設立 

 平成17年1月14日開催の当社取締役会

で承認されました分割計画書に基づ

き、平成17年4月1日付で、当社の情報

システム事業に属するパチンコ・パチ

スロファン向け情報コンテンツ事業を

新設会社に承継される会社分割を実施

いたしました。 

  

(1)会社分割の目的 

 当社はファン層の拡大こそが業界全

体の発展につながるとの信念により、

情報システム事業においてパチンコ・

パチスロファンに対して携帯電話の公

式サイト及びＰＣサイトによる出玉情

報やパチンコホールの最新情報等のサ

ービスを提供してまいりましたが、機

に適した迅速な戦略を実行するため、

パチンコ・パチスロファン向け情報の

コンテンツ事業を分社化し、コンテン

ツ内容をさらに充実することによりフ

ァンの拡大を目指しております。 

 なお、当事業の業績としましては、

直前期（平成17年3月期）で552百万円

の売上を計上しております。 

  

(2)会社分割の方法 

 当社を分割会社とし、新設会社を承

継会社とする簡易新設分割（分社型）

であり、新設会社が発行する株式は全

て当社に割り当てております。 

  

(3)会社分割により設立する会社の概要 

①商号 

 ＤＩＸＥＯ（ディクセオ）株式会社 

②事業内容  

パチンコ・パチスロファン向け情報 

コンテンツの提供等 

③資本金     100百万円 

④発行済株式総数 2,000株 

⑤承継した資産・負債 

⑥従業員数  

9人（内、当社出向社員6人） 

⑦会社分割の時期 平成17年4月1日 

流動資産 118百万

円

流動負債 19百万

円 

固定資産 47百万円     

合計 166百万

円

合計 19百万

円 



第33期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年10月25 日開催の取締役

会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

① 中間配当金の総額                    147,838千円 

② １株当たりの中間配当金                  10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日       平成17年12月９日 

  

２ 現在係争中の事件について 

平成17年９月21日、株式会社エポック（以下「原告」といいます）より、当社を被告として、民事訴訟が提起さ

れ、同年10月３日その訴状が送達されました。 

請求の趣旨は、主に当社と原告の間で締結した平成15年７月７日付業務委託契約（以下「本件契約」といいま

す）に基づく業務委託金およそ２億40百万円の支払いを求めるものです。当社は、本件契約に対する原告の解釈や

認識が正当性を欠いたものであると判断しており、平成17年11月８日に名古屋地方裁判所で開かれた第一回の口頭

弁論において反論を行いました。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第32期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日   

平成17年６月28日 
東海財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企
業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号（提出会社の特定
子会社の異動）の規定に基づくもの 

  平成17年４月４日 
東海財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

ダイコク電機株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイコク電機株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ダイコク電機株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 﨑 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

ダイコク電機株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイコク電機株式会

社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ダイコ

ク電機株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

ダイコク電機株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイコク電機株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ダイコ

ク電機株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 﨑 宏 一 
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